
 
平成３０年度 岐阜県の県民経済計算結果 

                       岐阜県環境生活部統計課 
 

 

 

 Ⅰ 推計の概要  
 
 １ 推計の目的 

 
    県民経済計算は、県経済の循環と構造を生産、分配、支出等各面にわたり計量把握する

ことにより、県経済の実態を包括的に明らかにし、総合的な県経済指標として各種行財政
・経済施策に資することを主な目的としています。 

 
 
 ２ 推計の対象及び方法 

 
  (1)県民経済計算は、基本勘定(統合勘定、制度部門別所得支出勘定)、主要系列表、付表及

び関連指標からなっています。 
 

  (2)推計は、2008SNAに基づき、各種統計調査結果、照会資料、国提供資料などから行って
います。 

 

 
 

 Ⅱ 利用上の注意  
 

 １ 国民経済計算の平成23年基準改定に合わせて、平成23年基準により推計しています。 
   ・デフレーターは平成23年を基準年としています。 
   ・2008SNA に基づく推計を行うため、研究・開発の資本化等の変更に対応しています。 

   ・サービス業を細分化する等、経済活動別分類が変更されています。 
   ・詳しくは、国民経済計算「国民経済計算の平成23年基準改定および2008SNA対応につい

て」をご覧ください。 
（https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/seibi/2008sna/2008sna.html） 

 

 ２ 本書は平成18年度から平成30年度分の掲載となっており、平成18年度まで遡及改訂して
います。平成18年度以降の数値は、本書をご利用ください。 

   なお、平成13～17年度の数値は平成26年度結果を、平成8～12年度の数値は平成21年度結
果をご参照ください。ただし、それぞれSNA及び基準年が異なるため数値は接続しませんの
で、ご注意ください。 

 
 ３ 統計表の数値は、四捨五入により総数と内訳が一致しない場合があります。 

なお、連鎖方式による実質値は加法整合性がないため総数と内訳は一致しません。 
 

 
 
 
 
 



  

 ４ マイナスからプラスに転じた場合及びマイナス幅が縮小された場合に符号がプラス

表示となるよう、対前年度増加率(％)は次式により算出しています。 
   (Ｘ1/Ｘ０－１)×(Ｘ０の符号)×100  Ｘ１:当年度の値 Ｘ０:前年度の値 
 

 ５ 第１次、第２次、第３次産業の産業分類は、下記の経済活動別分類によります。 
第１次産業：農業、林業、水産業 
第２次産業：鉱業、製造業、建設業 
第３次産業：電気・ガス・水道業・廃棄物処理業、卸売・小売業、運輸・郵便業、 

宿泊・飲食サービス業、情報通信業、金融・保険業、不動産業、 

専門・科学技術、業務支援サービス業、公務、教育、 
保健衛生・社会事業、その他のサービス 

また、平成25年度推計より、家計最終消費支出の品目分類を変更しています。 
 
 ６ 岐阜県統計情報(統計課)のホームページから本書の内容(本文、統計表)と同じものがダ

ウンロードできます。あわせてご利用ください。 

 トップページ＞分類でさがす＞県政情報＞統計＞統計情報＞県民経済計算結果 

     https://www.pref.gifu.lg.jp/page/4702.html


